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１．政策評価とは

○ 行政機関が行う政策の評価に関する法律 （平成13年法律第86号）

政策評価制度の根拠政策評価制度の根拠

政策評価の在り方政策評価の在り方

○ 行政機関は、その所掌に係る政策について、適時に、その政策効果を把握
し、これを基礎として、必要性、効率性又は有効性の観点等から自ら評価し、
その評価の結果を当該政策に適切に反映しなければならない。（法第３条）

○ 効率的で質の高い行政、成果重視の行政の推進

政策評価の目的政策評価の目的

○ 行政機関の長は、政策評価を計画的かつ着実に実施するため、基本計画
（３～５年間）、実施計画（毎年）を策定。（法第６条及び第７条）

○ 国民に対する行政の説明責任の徹底
（法第１条、政策評価に関する基本方針（閣議決定））

○ 政策の企画立案や政策に基づく活動を的確に行うための重要な情報を提供。
（政策評価に関する基本方針（閣議決定））
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２．政策評価の仕組み

実施実施

評価評価

改善改善

企画
立案
企画
立案

各府省

○ 総務省は、各行政機関とは異なる評価専担組織として、各府省が行う評価の
点検等を実施。

○ 各府省は、自らの政策を評価するが、客観的かつ厳格な実施を確保するため、
学識経験を有する者の知見の活用を図る必要。

学識経験者

評価の点検

（Do）

（Check）

（Action）

（Plan）

国会への報告国会への報告

PDCA
サイクル

評価結果、政策への反映状況の公表評価結果、政策への反映状況の公表

意見の聴取

総務省

政策評価・独立行政法人
評価委員会

評価結果の公表、各府省への勧告評価結果の公表、各府省への勧告

調査審議

○ 基本的事項の企画立案

○ 予算要求等への評価結果の反映の
推進

○ 各府省が行った評価の点検

○ 複数府省にまたがる政策の評価
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３．政策評価の方式等

○ 評価方式として、①実績評価方式、 ②事業評価方式、 ③総合評価方式があり、
政策の特性に応じ適切な方式を選択。

○ 評価時期により、政策決定前に行う「事前評価」と政策決定後に行う「事後
評価」に分類。

評価の時期評価の時期

評価の代表的な方式評価の代表的な方式

評価方式 対象 時点 目的 方法

実績評価 主要な一般政策等
主に
事後

政策等の不断の見直しや
改善に資するため

予め目標を設定し、達成度合を
定期的に評価

事業評価 個々の事務事業が中心
事前
事後

事務事業の採否、選択等
に資するため

政策効果や要する費用等を推計・
測定し評価

総合評価
時々の重要課題等（特定
のテーマ）

主に
事後

問題点等を把握し、原因
を総合的に分析するため

政策効果の発現状況を様々な角
度から掘り下げ評価
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４．事業評価の評価制度

○土地改良事業においては、事業の申請があった際に、土地改良法令に基づき、事業の施行に関する基本的要件に適合
するか審査が行われている。

○また、土地改良事業は、政策評価法及びこれに基づく農林水産省政策評価基本計画に即し、効果的・効率的な事業の
実施と国民への説明責任を果たす観点から、事業採択に際し、事業の必要性、効率性、有効性等に係る評価が行われ
ている。

土地改良法 （Ｓ24.6.6 公布）

○農業者から土地改良事業の申請があったときは、専門的知識

を有する技術者の調査報告に基づき、国や都道府県は土地改

良事業の施行に関する基本的要件に適合するかについて、詳

細な審査を行い、その実施の適否を決定することと規定（第

8、86、87条）

土地改良法施行令 （S24.8.4公布）

○土地改良事業の施行に関する基本的要件を規定（第2条）

・事業の必要性

・技術的可能性

・経済性

・負担能力の妥当性

・非農用地区域を伴う土地改良事業の要件

（市街化区域との関係）

・環境との調和への配慮

・総合性（関連事業との関係）

※基本的要件に関して専門的知識を有する技術者が調査

行政機関が行う政策の評価に関する法律 （H13.6.29 公布）

○政策評価結果の政策への適切な反映による効果的・効率的な行政の

推説明責務全うを目的としてを規定（第1条）

○政令で定める個々の公共事業を事業評価の対象とすることを規定

○評価書及び評価結果の政策への反映状況を総務大臣に報告するとと

もに公表すること等を規定（第3、6、8、9条）

政策評価に関する基本方針 （H13.12.28 閣議決定）

○各行政機関が定める基本計画の指針となるべき事項等を（必

要性、効率性、有効性、公平性）

行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令 （H14.3.20 公布）

○事業費10億円以上の個々の公共事業等を事前評価の対象とす

ること等を規定（第3条）

農林水産省政策評価基本計画（H22.8.10 農林水産大臣決定※）

○農林水産省政策評価における新たな基本理念の設定

○公共事業・研究開発の評価の厳格化

○政策評価に関する情報公開の徹底

農林水産省政策評価実施計画（H22.8.10 農林水産大臣決定※）

○評価の具体的な実施方法等を定めるとともに、新たな政

策評価体系を構築

※当初決定はH24.3.29

土地改良法の規定 政策評価法の規定
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５．事業評価の体系

○農業農村整備事業の実施に当たっては、その効率性及び透明性の一層の向上を図るため、事業の採択前から完了後に

至るまで、事業評価を体系的に実施。

事業の計画

事前評価

事業採択時
チェックリスト
事業計画策定時

費用対効果分析等

（結果の公表）

事業を実施しない

事業に着手する妥当性がある

事業採択・着工
※H12年度よりチェックリストによ
る評価を導入

※H19年度より現行のチェックリス
トを改善した多段階評価手法を導
入

事業採択後
再 評 価

（結果の公表）

事業を継続

事業の完了

事業完了後
一定期間後
事 後 評 価

（結果の公表）

より一層の効果発現のため、
完了地区をフォローアップ

事業計画・事業評価手法の改
良のため、フィードバック

好事例として
他の地区へ紹介

計画に沿って継続する
妥当性がある

計
画
変
更

事
業
の
中
止

事 業 評 価 の 流 れ

事

業

実

施

前

の

評

価

事

業

実

施

中

の

評

価

事

業

完

了

後

の

評

価

※事前・事後評価は、総事業費10億円以上の事業を対象

○新規地区の採択や着工に当たって、評価項目を明確化した

チェックリストによって評価を実施。

○評価結果に基づき、新規地区の採択や着工を決定。

○また、事業計画策定時においては、土地改良法に基づき、費用

対効果分析を含めて土地改良事業計画を審査。

【評価内容】

事業の必要性、技術的可能性、経済性（費用対効果分析） 等

○事業着手後10年経過、その後は５年ごとに評価を実施。

○評価結果に基づき、必要に応じて計画の変更を行う他、必要性

の乏しい事業は中止を決定。

【評価内容】

事業の進捗、社会経済情勢の変化、費用対効果分析の木曽とな

る要因の変化 等

○完了後概ね５年を経過した事業について実施。

○評価結果については、事業完了地区のフォローアップ、事業評

価手法の改良、事業計画、事業管理手法の改良に評価結果を活用。

【評価内容】

事業効果の発現状況、施設の管理状況、社会経済情勢の変化等

事前評価

再 評 価

事後評価
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○ 学識経験を有する者の知見を活用するため、政策評価第三者委員会を22年
８月に設置。委員は、評価する政策を調査審議した者を選任しない等の基本原
則に基づき、選任。

○ 公共事業や研究開発の評価に当たっては、政策評価第三者委員会に代えて、
技術検討会や農林水産技術会議評価専門委員会において意見を聴取。

6．学識経験を有する者の知見の活用

政策評価に関する第三者委員会等政策評価に関する第三者委員会等

＜政策担当部局＞ ＜第三者委員会等＞

内局
林野庁
水産庁

評価専門委員会（※）

・研究開発の評価に対する
意見聴取

政策評価第三者委員会

各局庁技術検討会

地方支分部局技術検討会

※ 評価専門委員会は、「農林水産技術会議令」「農林水産省に
おける研究開発評価に関する指針」に基づき設置

技
術
的
・
専
門
的
な

知
見
が
必
要
な
分
野・管轄する区域の個別公共事業の評価に対する意見聴取

・各局庁が所管する公共事業の評価に対する意見聴取

・一般政策（成果重視事業を含む）、税制の評価に対する意見
聴取

（農村振興局、林野庁、水産庁）
評
価
に
当
た
り

意
見
を
聴
取

（設置根拠）政策評価基本計画

・政策評価の基本的事項に対する意見聴取

農林水産技術会議
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